
原則 4-14．取締役会における審議の活性化等 

（１）取締役会は、社外取締役による問題提起を含め自由闊達で建設的な議論・意見交換

を尊ぶ気風の醸成に努めるべきである。 

（２）取締役・監査役は、その役割・責務を実効的に果たすために、能動的に情報を入手

すべきであり、必要に応じ、会社に対して追加の情報提供を求めるべきである。また、取

締役会・監査役会は、各取締役・監査役が求める情報の円滑な提供が確保されているかど

うかを確認すべきである。 

（３）上場会社は、取締役会を支える部署等の人員面を含む取締役・監査役の支援体制を

整えるべきである。 

解釈指針 

取締役会がその役割・責務を十分に果たすためには、取締役会において実質的な審議が十

分に行われることが肝要であり、取締役会は、主体的に審議の実質化・活性化を図るため

の取組みを行うことが期待される。 

そのような取組みとして、例えば、（ⅰ）取締役会の資料が、会日に十分に先立って共有さ

れるようにする、（ⅱ）取締役会の資料以外にも、必要に応じ、会社から取締役に対して十

分な情報が（適切な場合には、要点を把握しやすいように整理・分析された形で）提供さ

れるようにする、（ⅲ）年間の取締役会開催スケジュールや予想される審議事項について

決定する、（ⅳ）審議項目数や開催頻度を適切に設定する、（ⅴ）審議時間を十分に確保す

るなど、その審議の活性化を図るべきである。 

また、取締役・監査役がその役割・責務を実効的に果たすためには、取締役・監査役から

の情報入手の要請に応えることを含め、会社側からの適切な支援が必要不可欠である。 

上場会社は、取締役会及び監査役会の機能発揮に向け、内部監査部門がこれらに対しても

適切に直接報告を行う仕組みを構築すること等により、内部監査部門と取締役・監査役と

の連携を確保すべきである。 

取締役会の審議の活性化を図り、また、社外を含めた取締役・監査役への情報提供を含め

た支援を適確に行うためには、取締役会を支える部署であるいわゆる取締役会事務局（コ

ーポレートセクレタリー等）の機能強化等の取組みを推進することも重要である。取締役

会事務局は、上記（ⅰ）～（ⅴ）を含む会議運営を行う単なる取締役会の事務方としての

役割のみならず、取締役会やその傘下の各委員会の会議体が実効性ある議論の場となるよ

う、当該会議体の果たすべき役割・責務に照らし適切な審議事項を定めるなど、それらの

運営を能動的に行うことが望ましい。また、必要に応じて、社外取締役・社外監査役の指

示を受けて会社の情報を適確に提供できるよう社内との連絡・調整にあたる役割を担うこ

とも期待される。 

なお、独立社外取締役が議長を務める場合や、取締役会における社外取締役が占める割合

が高い場合には、取締役会事務局が果たす機能が特に大きくなると考えられる。 

 


